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提案理由  

国に対し、気候危機打開への有効な対策を講ずるよう強く求める。  

これが、本案を提出する理由である。  



気候危機打開への有効な対策を講ずるよう求める意見書  

 

地球温暖化による気候変動は、世界中に深刻な被害をもたらしている。  

昨年１１月１３日に国連気候変動枠組条約第２６回締約国会議（ＣＯＰ２

６）で採択されたグラスゴー気候合意には、世界の平均気温の上昇を産業革命

前に比べて１.５℃に抑える努力を追求することが明記された。１.５℃以内に

抑え込むには、２０３０年までに温室効果ガスの排出を半減させ、２０５０年

までに実質ゼロにする必要がある。そのためには今後１０年間の取組が重要で

あり、世界各国が連携して行動を加速させるよう求めている。  

ＣＯＰ２６開催中の１１月４日には、議長国の英国が、先進国は２０３０年

代に、それ以外の国でも２０４０年代までに石炭火力発電を段階的に廃止する

との声明を発表し、４６の国・地域が賛同した。気候変動に対する取組は、正

に人類の未来が懸かった課題となっている。  

しかしながら、我が国の２０３０年度までの温室効果ガス排出削減目標は、

２０１３年度比で４６％減であり、世界平均を下回っている。そればかりか、

２０３０年度の総発電量の１９％を石炭火力発電に依存するとして、石炭火力

発電所を新増設する計画まである。これでは温室効果ガス排出削減という世界

の流れに逆行することになる。  

我が国のエネルギー消費効率を４０％程度改善し、再生可能エネルギーで電

力の５０％を確保すれば、２０３０年度までには２０１０年度比で二酸化炭素

を５０～６０％削減することが可能とされている。さらに、２０５０年に向け

て、ガス火力発電なども再生可能エネルギーに置き換えれば、実質ゼロも十分

可能である。  

よって、本市議会は国に対し、気候危機打開への有効な対策を講ずるよう強

く求めるものである。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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